
新型コロナウイルス感染症対策の更なる強化を求める意見書 

 
本県では、３月31日に新型コロナウイルスへ感染の第１例が発生して以来、これ

まで69例の感染が確認されている。 

このような中、本県議会は、４月24日、知事に対し新型コロナウイルス感染症か

ら県民の生命と暮らしを守るために緊急に講ずべき７項目にわたる提言を行ったほ

か、４月臨時会においては、新型コロナウイルスへの感染の状況と対策を調査する

ことを目的に特別委員会を設置し、また、医療従事者をはじめ新型コロナウイルス

対策に携わっている全ての人々に対し敬意と感謝の意を表し、その活動を全面的に

支える議会活動を展開していく旨の決議を全会一致で可決した。 

現在は、５月25日の緊急事態宣言解除を受け、また、６月19日には都道府県を跨

いだ移動制限も解除されたことから徐々に経済活動も再開されているが、感染防止

の有効な治療法やワクチンが開発されていない中、本県では、例年観光客で活気づ

く「観光果樹園」のさくらんぼ狩りの営業の一部が自粛に追い込まれ、また、「米

沢上杉まつり」、「やまがた花笠まつり」、「新庄まつり」等の中止が余儀なくさ

れるなど観光業が大きなダメージを受けているほか、本県の基盤産業である農林水

産業など各分野においても経営状況や雇用環境が急速に悪化しているなど、県内経

済は危機的な状況であり回復への道筋が見通せない状況にある。 

よって、国においては、より確実な感染抑止対策と社会経済活動の両立のため、

下記の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 今後を見据えた保健・医療体制の強化について 
（１）感染拡大を防止する上で最も重要な治療薬及びワクチンの開発に国主導のも

と全力で取り組み、一刻も早い実用化と普及を図ること。 
（２）地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかな感染症対策を円滑に実施す

ることができるよう、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」など
の支援策については、使途を幅広く設定したうえで事業に要する経費の総額を
支援すること。 

（３）コロナ禍により経営が悪化している公立病院を含めた地域医療機関を支援す
るとともに、地域医療体制を堅持するための支援策を講じること。また、一般
病棟をコロナ感染者用の病床に転用が可能となるよう陰圧等の設備整備等を支
援すること。 

（４）保健所機能を充実・強化し、迅速なＰＣＲ検査等が可能となる体制整備を図

ること。 
 
２ 第２波、第３波の感染拡大を防ぐための備えについて 
（１）感染拡大の第１波を迅速に抑えることに成功・失敗した国・地域の医療体制

や住民の行動制限等の政策について十分研究し、第２波、第３波の拡大に備え
万全の対策を講じること。 

（２）感染拡大の第２波、第３波の襲来があった場合、政府の緊急事態宣言に伴う
休業要請に中小企業・小規模事業者も安心して協力できるよう損失補償を制度



化し、経済活動の回復状況に応じた迅速な支援を講じること。 
（３）感染拡大等の非常事態時における国の責務及び役割の明確化等必要な法整備

を行うこと。 
 
３ コロナ禍を契機とした大都市集中から地方分散への転換について 
（１）今般の新型コロナウイルス感染拡大の影響によるテレワークやオンライン会

議の普及を契機に、人口が密集し感染リスクの高い東京圏をはじめとした大都
市圏から地方への移住、官庁や企業の機能分散を一層促進すること。 

（２）大都市圏からの移住、官庁や企業の機能分散を推進するため、その基盤とな
る高速道路をはじめとする高速交通網の整備や国土強靭化を加速すること。 

 
４ 学びを支えるための教育へのＩＣＴ活用の推進について 
（１）新型コロナウイルス感染症等の非常時における児童・生徒の学習機会を確保

するため、在宅でのオンライン学習に対応可能な通信環境の整備、教員のＩＣ
Ｔ研修の充実など教育へのＩＣＴ活用を一層促進すること。また、長期の臨時
休業時の特例的な措置として、指導計画に沿ったＩＣＴを活用した家庭学習を
授業として扱うこと。 

（２）ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、地方財政措置を含めた十分な予算を確
保すること。 

 
５ 新型コロナウイルス感染症により影響を受けた中小企業、小規模事業者等への
支援について 

（１）中小企業・小規模事業者や個人事業主において、売上が激減する一方で固定
経費は支出しなければならないことにより、事業の継続が厳しい状況になって
いることから、税や社会保険料などの固定経費負担を軽減する直接的な支援や

粗利補償など一層の事業継続支援を実施すること。 
（２）住宅着工の落ち込みにより、住宅関連の小規模、零細事業者への影響が懸念

されることから、リフォームを含めた建築需要の喚起施策を講じること。 

（３）国内におけるリスク分散の観点から、サプライチェーンの強靭化に向けた生
産拠点の各地方への分散配置を進めるとともに、企業の本社機能や人材の地方
移転を加速するなど、地方分散型の産業構造への転換を進めるため、総合的な
支援制度を創設すること。 

（４）感染症の影響が長期化する中、地方の中堅企業の運転資金に対する資金繰り
支援や資本性劣後ローン、ファンドについて充実を図ること。 

（５）雇用維持のための雇用調整助成金の緊急対応期間の再延長や申請手続きの更
なる簡素化、支給の迅速化に対応すること。また、セーフティーネットとして
の公共職業訓練の強化を図るなど、労働者保護行政の充実に努めること。 

（６）インバウンド客の受入れにあたって安全性を担保できるよう、検査体制の拡
充など水際での対策をしっかりと行うこと。また、コロナウイルスの封じ込め
に成功し、かつ出国時の検査体制が整っている国から渡航制限を緩和すること。 

（７）観光需要の喚起を促すキャンペーンの実施にあたっては、各県に財源を分配
し、実情のわかる地方自らが効果のある企画・運用ができるようにするなど、
全国に効果が及ぶような制度設計を行うこと。また、観光客を呼び込むための
ＰＲ経費の財源措置も行うこと。 

（８）観光需要が以前の水準に回復するには相当の時間がかかると考えられること



から、回復基調をつくりあげていくための東北地方単位による「観光基金」を
創設するなど長期的支援を行うこと。また、東北周遊のグリーンツーリズムを
企画するなど、地方への誘客を図ること。 

 
６ 国民の命を支える農林水産業の持続について 
（１）パンデミックが継続した際、外国からの輸入による食糧確保が困難となる恐

れがあるため飼料作物の安定生産をはじめ、食料自給率を上げる取組みを推進
すること。 

（２）価格の下落が著しい花きや牛肉、高級魚を中心とした水産物への価格安定対
策を講じること。 

 
７ 正確な情報発信と感染者、医療従事者等の人権や風評被害への配慮について 
（１）新型コロナウイルスに対し「正しく恐れる」賢明な行動をとることができる

よう、感染の状況等について正確な情報の収集を図り、求められる行動変容や
新しい生活様式等を含め、分かりやすく、正確な情報発信を行うこと。 

（２）感染者やその家族、医療従事者等に対するいわれなき偏見や差別が生じるこ
とのないよう、人権や風評被害に配慮した対策を講じること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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